
第５９回 小山市内景気動向観測調査結果の概要 

Ⅰ 調査の概要 

調査の概要 

１．調査の目的 

   小山市の景気動向を的確かつ敏速に観測し、小山市における景気対策の基礎資料 

   とすることを目的に実施した。（平成２８年１２月末時点における景気動向観測） 

   尚、この調査は、平成１４年６月より四半期ごとに調査している。              

２．調査の期間 

   平成２９年１月１６日（月）～１月３１日（火）まで 

３．調査方法 

   小山商工会議所のホームページに掲載した調査票及びＦＡＸにて直接回答する方法                                        

   で実施した。                                                   

４．小山市内企業 １１８社を対象   回収数 ４０社   回収率 ３３．９％ 

 

Ⅱ 調査の結果 

１．景気動向の判断 

小山市内における景気の動向は、前回調査（第５８回調査 平成２８年９月の状

況）に比べ、企業全体の状況を判断する業況を示す数値（対前年同月）は、好転等の

プラス評価割合が前回１５．９％から２．１％増加し、１８．０％となっている。対する、

悪化等の傾向を示すマイナス評価割合は、前回３４．１％から６．９％増加し、４１．

０％となっている。原油価格の復調と為替の円安による輸入物価の押し上げにより、

消費者物価指数がマイナス圏を脱したものの本格的なデフレ脱却は不透明である。

アメリカのトランプ大統領の動向により、景気が大きく変動する懸念がある。 

 

全業種における各項目を見ていくと、売上高に関しては増加・やや増加の割合が、

前回２５．０％から５．０％減少し、２０．０％となっている一方、減少・やや減少のマイ

ナス評価割合は、前回４１．９％から９．４％減少し、３２．５％となっている。教養娯楽

サービスと比べ衣料品は低迷が続く一方、忘年会シーズンにより高級な飲食店も売

上が好調であるとの声が聞かれた。 

 

採算に関しては、好転等のプラス評価割合が前回１３．７％から６．３％増加し、２０．

０％となっている一方、悪化の傾向を示すマイナス評価割合は、前回３６．４％から８．

９％減少し、２７．５％となっている。やや回復傾向が見られるものの収益環境はいま

だ改善には至らず厳しい状況。建機は資源価格の反発により足元で改善に向かって



いるとの声も聞かれた。 

 

仕入単価においては、下落・やや下落の割合は、前回６．８％から０．７％増加し、

７．５％となっている一方、上昇・やや上昇の割合は、前回２７．３％から２．７％増加し、

３０．０％となっている。製造業においては、アルミスクラップは年末にかけて価格が

上昇しているので、今後の企業収益の懸念材料になるとの声が聞かれた。 

 

従業員動向については、不足・やや不足の割合が、前回１８．１％から４．４％増加

し、２２．５％となっている。また、過剰・やや過剰の割合は、前回１１．４％から６．４％

減少し、５．０％となっている。従業員・人材不足は、深刻さを増しており、その解決に

向けて地域全体でこれまで以上に取り組む必要があるとの意見が聞かれた。建設

業・介護は人手不足が続いている。人手不足を解消するためには６５歳までの定年

延長や、企業OB を更に活用することが必要であるとの声が聞かれた。 

 

資金繰りについては、好転・やや好転の割合が、前回１１．４％から３．６％増加し、

１５．０％となっている一方、悪化・やや悪化の割合は、前回１５．９％から１．６％増加

し、１７．５％となっており、全体的には横ばい傾向にある。先行きが不透明なため、

更なる設備投資を見送る企業が多い状況にある。 

 

２．景気動向指数（ディフュージョン・インデックス）ＤＩ値からの判断 

現況判断のＤＩ値からは、平成２８年９月と対比すると、全業種的には、売上、採算 

従業員、資金繰りの項目で好転傾向、また、仕入単価、業況の項目では、一部で上

昇傾向にあるものの全業種では、やや下落傾向。また、管内有効求人倍率は、１．２

５と改善しているため、今後も更なる人手不足が懸念される。 

 

 

 


